
​　　　宮崎市第１号事業に要する費用の額を定める要綱​

​　（趣旨）​
​第１条　この要綱は、宮崎市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱（以下「実施​

​要綱」という。）第６条の規定に基づき、実施要綱第４条第１号に規定する第１号​
​事業にかかる費用の額を定めるものとする。​

​　（第１号事業に要する費用の額）​
​第２条　前条の費用の額は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定め​

​る単位数に、厚生労働大臣が定める一単位の単価（平成２７年厚生労働省告示第９​
​３号）に定める額を乗じて算定するものとする。​

​　(1)　実施要綱第４条第１号ア(ア)に規定する介護予防型訪問サービス、同号イ(ア)に​
​　規定する介護予防型通所サービス及び同号ウに規定する介護予防ケアマネジメン​
​　ト　介護保険法施行規則第１４０条の６３の２第１項第１号に規定する厚生労働​
​　大臣が定める基準（令和３年厚生労働省告示第７２号。以下「国基準」とい　　​
​　う。）に定める単位数　​
​(2)　実施要綱第４条第１号ア(イ)に規定する訪問型家事援助サービス、(ウ)に規定す​
​　る訪問型短期集中サービス、(エ)に規定する共生型介護予防型訪問サービス、同号​
​　イ(イ)に規定する通所型短期集中サービス及び(ウ)に規定する共生型介護予防型通​
​　所サービス　別表に定める単位数​

​２　前項の規定により算定した額に１円未満の端数があるときは、その端数は切り捨​
​　てるものとする。​
​３　費用の算定にあたっては、この要綱に定めるもののほか、厚生労働大臣が定める​
​　基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号）、指定介護予防サービスに要する費用​
​　の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成１８年３月​
​　１７日​​老計発第０３１７００１号・老振発第０３１７００１号・老老発第０３１７​
​　００１号​​）、介護保険法施行規則第１４０条の６３の２第１項第１号に規定する厚​
​　生労働大臣が定める基準の制定に伴う実施上の留意事項について（令和３年３月１​
​　９日老認発０３１９第３号）その他国が発出する通知を遵守するものとする。​
​４　国基準中の「指定相当訪問型サービス」は「介護予防型訪問サービス」と、「指​
​　定相当通所型サービス」は「介護予防型通所サービス」と読み替えるものとする。​

​　​
​（委任）​

​第３条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。​

​　　　附　則​
​　この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。​
​　　　附　則​

​この要綱は、平成２９年９月１日から施行する。​
​　　附　則​
​この要綱は、平成３０年７月１９日から施行する。​
​　　附　則​

​1​



​この要綱は、平成３０年１０月１日から施行する。​
​　　附　則​
​この要綱は、平成３０年１１月１日から施行する。​
​　　附　則​
​この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。​
​　　附　則​
​この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。​
​　　附　則​
​この要綱は、令和２年４月１日から施行する。​
​　　附　則​
​この要綱は、令和３年４月１日から施行する。​
​　　附　則​
​この要綱は、令和３年７月１日から施行する。​
​　　附　則​

​　この要綱は、令和４年２月２１日から施行する。ただし、別添１の訪問型短期集中​
​サービスに掲げる規定は、令和４年４月１日から施行する。​

​　　附　則​
​この要綱は、令和４年１０月１日から施行する。​
​　　附　則​
​この要綱は、令和５年１月２４日から施行する。​
​　　附　則​
​この要綱は、令和６年４月１日から施行する。​
​　　附　則​
​この要綱は、令和６年６月１日から施行する。​
​　　附　則​
​この要綱は、令和６年１０月１０日から施行する。​
​　　附　則​
​この要綱は、令和７年４月１日から施行する。​
​　　附　則​
​この要綱は、令和８年６月１日から施行する。​

​別表​
​１　共生型介護予防型訪問サービス​
​　注　国基準別表第１項イ及びロについて、共生型介護予防型訪問サービスの事業​
​　　を行い、かつ、電子情報処理組織を使用する方法により、市長に対し、厚生労​
​　　働省老健局長（以下「老健局長」という。）が定める様式による届出を行った​
​　　指定居宅介護事業者（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため​
​　　の法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する​
​　　基準（平成１８年厚生労働省令第１７１号。以下「指定障害福祉サービス等基​
​　　準」という。）第５条第１項に規定する指定居宅介護事業者をいう。）が当該​
​　　事業を行う事業所（以下この注において「共生型介護予防型訪問サービスを行​
​　　う指定居宅介護事業所」という。）において、指定居宅介護の提供に当たる者​

​2​



​　　としてこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定めるもの等（平成１８年厚生労​
​　　働省告示第５３８号。以下「居宅介護従業者基準」という。）第１条第４号、​
​　　第９号、第１４号又は第１９号から第２２号までに規定する者が共生型介護予​
​　　防型訪問サービスを行った場合は、１回につき所定単位数の１００分の７０に​
​　　相当する単位数を算定し、共生型介護予防型訪問サービスを行う指定居宅介護​
​　　事業所において、居宅介護従業者基準第１条第５号、第１０号又は第１５号に​
​　　規定する者が共生型介護予防型訪問サービスを行った場合は、１回につき所定​
​　　単位数の１００分の９３に相当する単位数を算定し、共生型介護予防型訪問　​
​　　サービスの事業を行う重度訪問介護に係る指定障害福祉サービスの事業を行う​
​　　者が当該事業を行う事業所において共生型介護予防型訪問サービスを行った場​
​　　合は、１回につき所定単位数の１００分の９３に相当する単位数を算定する。​
​　　​
​２　訪問型家事援助サービス費​

​　　　　(1)　訪問サービス費　２２４単位​
​　　　　　注　利用者に対して、訪問型家事援助サービス事業所（訪問型家事援助サービ​

​　　　スを提供する事業所をいう。以下同じ。）の家事援助スタッフ等（宮崎市介​
​　　　護予防・日常生活支援総合事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める​
​　　　要綱（以下「人員基準要綱」という。）第９条第１項に規定する家事援助ス​
​　　　タッフ及び訪問介護員等をいう。以下同じ。）が、訪問型家事援助サービス​
​　　　を行った場合は、１回につき所定単位数を算定する。​

​　　　　(2)　初回加算　２００単位​
​　　注　訪問型家事援助サービス事業所において、新規に訪問型家事援助サービス​
​　　　計画（介護保険法施行規則第１４０条の６３の６第１号に規定する厚生労働​
​　　　大臣が定める基準（令和６年厚生労働省告示第８４号。以下「国人員基準」​
​　　　という。）第４０条第２号の訪問型サービス計画に相当するものをいう。）​
​　　　を作成した利用者に対して、家事援助サービス提供責任者（人員基準要綱第​
​　　　９条第２項の家事援助サービス提供責任者をいう。以下同じ。）が初回若し​
​　　　くは初回の訪問型家事援助サービスを行った日の属する月に訪問型家事援助​
​　　　サービスを行った場合又は当該訪問型家事援助サービス事業所のその他の家​
​　　　事援助スタッフ等が初回若しくは初回の訪問型家事援助サービスを行った日​
​　　　の属する月に訪問型家事援助サービスを行った際に家事援助サービス提供責​
​　　　任者が同行した場合は、１月につき所定単位数を加算する。​

​３　訪問型短期集中サービス費​
​　(1)　運動プログラム（訪問型）サービス費　８５４単位​
​　(2)　栄養プログラム（訪問型）サービス費　６９７単位​
​　(3)　口腔プログラム（訪問型）サービス費　５６６単位​
​　(4)　介護予防型補完サービス費​
​　　ア　標準的な内容の介護予防型訪問サービスである場合　２８７単位​

​　イ　生活援助が中心である場合​
​　　　(ｱ)　所要時間２０分以上４５分未満の場合　１７９単位​
​　　　(ｲ)　所要時間４５分以上の場合 　２２０単位​
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​　(5)　服薬援助サービス費　１６３単位​
​　注１　利用者に対して、短期集中サービス事業所（訪問型短期集中サービス又は​
​　　通所型短期集中サービスを提供する事業所をいう。以下同じ。）の市長が別に​
​　　定める者が、次に掲げる区分に応じ、それぞれに定める訪問型短期集中サービ​
​　　スを行った場合は、１回につき所定単位数を算定する。​
​　　(1)　運動プログラム（訪問型）サービス費　介護予防ケアマネジメントにおい​
​　　　てケアプラン（国人員基準第１４条の介護予防サービス計画をいう。以下同​
​　　　じ。）開始前に行う訪問によるアセスメント１回、ケアプラン期間中に実施​
​　　　するプログラム６回以下又はケアプラン終了後の訪問によるアセスメント１​
​　　　回の運動プログラム（訪問型）サービスが必要とされた事業対象者又は要支​
​　　　援状態区分が要支援１若しくは要支援２である者に対して運動プログラム　​
​　　　（訪問型）サービスを行った場合​
​　　(2)　栄養プログラム（訪問型）サービス費　介護予防ケアマネジメントにおい​
​　　　てケアプラン開始前に行う訪問によるアセスメント１回、３か月以内のケア​
​　　　プラン期間中に実施するプログラム３回以下（４か月以内の場合４回以下、​
​　　　５か月以内の場合５回以下、６か月以内の場合６回以下）又はケアプラン終​
​　　　了後の訪問によるアセスメント１回の栄養プログラム（訪問型）サービスが​
​　　　必要とされた事業対象者又は要支援状態区分が要支援１若しくは要支援２で​
​　　　ある者に対して栄養プログラム（訪問型）サービスを行った場合​
​　　(3)　口腔プログラム（訪問型）サービス費　介護予防ケアマネジメントにおい​
​　　　て３か月以内のケアプラン期間中に実施するプログラム４回以下（４か月以​
​　　　内の場合５回以下、５か月以内の場合６回以下、６か月以内の場合７回以　​
​　　　下）又はケアプラン終了後の訪問によるアセスメント１回の口腔プログラム​
​　　　（訪問型）サービスが必要とされた事業対象者又は要支援状態区分が要支援​
​　　　１若しくは要支援２である者に対して口腔プログラム（訪問型）サービスを​
​　　　行った場合​
​　　(4)　介護予防型訪問補完サービス費　ケアプランにおいて３か月を上限に１月​
​　　　の中で全部で32回以下の介護予防型訪問補完サービスが必要とされた事業対​
​　　　象者又は要支援状態区分が要支援１若しくは要支援２である者に対して介護​
​　　　予防型訪問補完サービスを行った場合​
​　　(5)　服薬援助サービス費　ケアプランにおいて全部で３か月の利用又は１月の​
​　　　中で28日を上限に１日の中で４回以下の服薬援助サービスが必要とされた事​
​　　　業対象者又は要支援状態区分が要支援１若しくは要支援２である者に対して​
​　　　服薬援助サービスを行った場合​
​　注２　第４号又は第５号のいずれかのサービスを行った場合は、国基準別表第１​
​　　項イ及びロに係る注３から注１３までを準用する。​
​　注３　第４号又は第５号のいずれかのサービスを行った場合で、国基準別表第１​
​　　項ハからヘまでの算定要件を満たすときは、所定単位数を加算する。​

​４　共生型介護予防型通所サービス​
​　注　国基準別表第２項イ及びロについて、共生型介護予防型通所サービスの事業​
​　　を行い、かつ、電子情報処理組織を使用する方法により、市長に対し老健局長​
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​　　が定める様式による届出を行った指定生活介護事業者（指定障害福祉サービス​
​　　等基準第７８条第１項に規定する指定生活介護事業者をいう。）が当該事業を​
​　　行う事業所において共生型介護予防型通所サービスを行った場合は、所定単位​
​　　数の１００分の９３に相当する単位数を算定し、共生型介護予防型通所サービ​
​　　スの事業を行う指定自立訓練（機能訓練）事業者（指定障害福祉サービス等基​
​　　準第１５６条第１項に規定する指定自立訓練（機能訓練）事業者をいう。）又​
​　　は指定自立訓練（生活訓練）事業者（指定障害福祉サービス等基準第１６６条​
​　　第１項に規定する指定自立訓練（生活訓練）事業者をいう。）が当該事業を行​
​　　う事業所において共生型介護予防型通所サービスを行った場合は、所定単位数​
​　　の１００分の９５に相当する単位数を算定し、共生型介護予防型通所サービス​
​　　の事業を行う指定児童発達支援事業者（児童福祉法に基づく指定通所支援の事​
​　　業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成２４年厚生労働省令第１５号。​
​　　以下この注において「指定通所支援基準」という。）第５条第１項に規定する​
​　　指定児童発達支援事業者をいい、主として重症心身障害児（児童福祉法（昭和​
​　　２２年法律第１６４号）第７条第２項に規定する重症心身障害児をいう。以下​
​　　この注において同じ。）を通わせる事業所において指定児童発達支援（指定通​
​　　所支援基準第４条に規定する指定児童発達支援をいう。）を提供する事業者を​
​　　除く。）が当該事業を行う事業所において共生型介護予防型通所サービスを　​
​　　行った場合は、所定単位数の１００分の９０に相当する単位数を算定し、共生​
​　　型介護予防型通所サービスの事業を行う指定放課後等デイサービス事業者（指​
​　　定通所支援基準第６６条第１項に規定する指定放課後等デイサービス事業者を​
​　　いい、主として重症心身障害児を通わせる事業所において指定放課後等デイ　​
​　　サービス（指定通所支援基準第６５条に規定する指定放課後等デイサービスを​
​　　いう。）を提供する事業者を除く。）が当該事業を行う事業所において共生型​
​　　介護予防型通所サービスを行った場合は、所定単位数の１００分の９０に相当​
​　　する単位数を算定する。​
​　(1)　 生活相談員配置等加算　１３単位​

​注　次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市長に届け出た共生型​
​　介護予防型通所サービス事業所が、この項の柱書の規定により単位数を算定し​
​　ている場合は、サービスを提供した日１日につき所定単位数を加算する。​

​　　　(1)　生活相談員を１名以上配置していること​​。​
​　​​(2)　地域に貢献する活動を行っていること。​

​　　　５　通所型短期集中サービス費​
​　　　　(1)　運動プログラム（通所型）サービス費​

​　　ア　通所による実施　５３３単位​
​　　イ　訪問による実施　８５４単位​
​　　注　利用者に対して、短期集中サービス事業所の市長が別に定める者が、次に​
​　　　掲げる区分に応じ、それぞれに定める運動プログラム（通所型）サービスを​
​　　　行った場合は、１回につき所定単位数を算定する。​
​　　　(1)　通所による実施　介護予防ケアマネジメントにおいて３か月以内のケア​
​　　　　プラン期間中に22回以下（４か月以内の場合30回以下、５か月以内の場合​
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​　　　　38回以下、６か月以内の場合46回以下）の通所による運動プログラム（通​
​　　　　所型）サービスが必要とされた事業対象者又は要支援状態区分が要支援１​
​　　　　若しくは要支援２である者に対して運動プログラム（通所型）サービスを​
​　　　　行った場合​
​　　　(2)　訪問による実施　介護予防ケアマネジメントにおいてケアプラン開始前​
​　　　　に行う訪問によるアセスメント１回、ケアプラン期間中に訪問により実施​
​　　　　するプログラム２回以下又はケアプラン終了後の訪問によるアセスメント​
​　　　　１回の運動プログラム（通所型）サービスが必要とされた事業対象者又は​
​　　　　要支援状態区分が要支援１若しくは要支援２である者に対して運動プログ​
​　　　　ラム（通所型）サービスを行った場合​
​　(2)　栄養プログラム（通所型）サービス費​

​ア　通所による実施　４９３単位​
​イ　訪問による実施　６９７単位​

​　　注　利用者に対して、短期集中サービス事業所の市長が別に定める者が、次に​
​　　　掲げる区分に応じ、それぞれに定める栄養プログラム（通所型）サービスを​
​　　　行った場合は、１回につき所定単位数を算定する。​
​　　　(1)　通所による実施　介護予防ケアマネジメントにおいて３か月以内のケア​
​　　　　プラン期間中に３回以下（４か月以内の場合４回以下、５か月以内の場合​
​　　　　５回以下、６か月以内の場合６回以下）の通所による栄養プログラム（通​
​　　　　所型）サービスが必要とされた事業対象者又は要支援状態区分が要支援１​
​　　　　若しくは要支援２である者に対して栄養プログラム（通所型）サービスを​
​　　　　行った場合​
​　　　(2)　訪問による実施　介護予防ケアマネジメントにおいてケアプラン開始前​
​　　　　に行う訪問によるアセスメント１回、ケアプラン期間中に訪問により実施​
​　　　　するプログラム１回以下又はケアプラン終了後の訪問によるアセスメント​
​　　　　１回の栄養プログラム（通所型）サービスが必要とされた事業対象者又は​
​　　　　要支援状態区分が要支援１若しくは要支援２である者に対して栄養プログ​
​　　　　ラム（通所型）サービスを行った場合​
​　(3)　口腔プログラム（通所型）サービス費​

​ア　通所による実施　３８５単位​
​　    イ　訪問による実施　５６６単位​
​　　注　利用者に対して、短期集中サービス事業所の市長が別に定める者が、次に​
​　　　掲げる区分に応じ、それぞれに定める口腔プログラム（通所型）サービスを​
​　　　行った場合は、１回につき所定単位数を算定する。​
​　　　(1)　通所による実施　介護予防ケアマネジメントにおいて３か月以内のケア​
​　　　　プラン期間中に第3号イと合計５回以下（４か月以内の場合６回以下、５か​
​　　　　月以内の場合７回以下、６か月以内の場合８回以下）の通所による口腔プ​
​　　　　ログラム（通所型）サービスが必要とされた事業対象者又は要支援状態区​
​　　　　分が要支援１若しくは要支援２である者に対して口腔プログラム（通所　​
​　　　　型）サービスを行った場合​
​　　　(2)　訪問による実施　介護予防ケアマネジメントにおいて３か月以内のケア​
​　　　　プラン期間中に第3号アと合計５回以下（４か月以内の場合６回以下、５か​
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​　　　　月以内の場合７回以下、６か月以内の場合８回以下）の訪問による口腔プ​
​　　　　ログラム（通所型）サービスが必要とされた事業対象者又は要支援状態区​
​　　　　分が要支援１若しくは要支援２である者に対して口腔プログラム（通所　​
​　　　　型）サービスを行った場合​
​　​
​　　　　​
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